
（単位　円）

科　　　目
固定資産 ( 2,203,041,651 ) ( 2,237,580,091 ) ( 34,538,440△     )

有形固定資産 < 1,940,786,631 > < 1,950,236,640 > < 9,450,009△      >
土地 1,664,956,719 1,664,956,719 0
建物 250,158,394 260,184,719 10,026,325△     
建物附属設備 4,816,837 5,925,376 1,108,539△      
構築物 1,518,316 1,815,295 296,979△        
教育研究用機器備品 4,153,534 2,314,277 1,839,257
管理用機器備品 1,837,364 1,694,787 142,577
図書 13,345,467 13,345,467 0

特定資産 < 259,205,019 > < 284,293,450 > < 25,088,431△     >
減価償却引当特定資産 214,007,252 235,385,172 21,377,920△     
退職給与引当特定資産 34,622,659 38,353,961 3,731,302△      
奨学基金引当特定資産 9,264,230 9,246,135 18,095
第３号基本金引当特定資産 1,310,878 1,308,182 2,696

その他の固定資産 < 3,050,001 > < 3,050,001 > < 0 >
ソフトウェア 1 1 0
有価証券 3,000,000 3,000,000 0
差入保証金 50,000 50,000 0

流動資産 ( 177,311,236 ) ( 176,163,947 ) ( 1,147,289 )
現金預金 101,791,393 82,646,567 19,144,826
未収入金 69,939,113 88,530,020 18,590,907△     
前払金 5,580,730 4,987,360 593,370

資産の部合計 2,380,352,887 2,413,744,038 33,391,151△     

科　　　目

固定負債 ( 44,594,659 ) ( 52,313,961 ) ( 7,719,302△      )
退職給与引当金 34,622,659 38,353,961 3,731,302△      
長期借入金 9,972,000 13,960,000 3,988,000△      

流動負債 ( 186,285,117 ) ( 173,333,697 ) ( 12,951,420 )
短期借入金 3,988,000 3,988,000 0
未払金 50,732,040 47,072,615 3,659,425
前受金 98,450,000 101,559,000 3,109,000△      
預り金 20,863,892 20,714,082 149,810
賞与引当金 12,251,185 0 12,251,185

負債の部合計 230,879,776 225,647,658 5,232,118

科　　　目
基本金 ( 2,688,368,802 ) ( 2,680,813,868 ) ( 7,554,934 )

第１号基本金 2,644,057,924 2,636,505,686 7,552,238
第３号基本金 1,310,878 1,308,182 2,696
第４号基本金 43,000,000 43,000,000 0

繰越収支差額 ( 538,895,691△    ) ( 492,717,488△    ) ( 46,178,203△     )
翌年度繰越収支差額 538,895,691△    492,717,488△    46,178,203△     

純資産の部合計 2,149,473,111 2,188,096,380 38,623,269△     
負債及び純資産の部合計 2,380,352,887 2,413,744,038 33,391,151△     

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

貸借対照表
令和 8年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



        (注記)

           1．（注記）

              重要な会計方針

              （１）引当金の計上基準

              　徴収不能引当金

              　　　徴収不能引当金は未収入金の備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上している

              　退職給与引当金

              　　　退職給与引当金は期末要支給額87,528,000円から公益財団法人東京都私学財団よりの

              　　　交付金相当額を控除した100％を計上している

              　リース物件の所有者が借主に移転すると求められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について

              　は通常の賃貸借取引にかかわる方法に準じた会計処理によっている　

              

              　　　

              （２）その他の重要な会計方針

              　有価証券の評価基準及び評価方法

              　　　移動平均法による原価法

              　

              　

           2．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　なし

              

           3．減価償却額の累計額の合計額                                                     703,727,493 円

           4．徴収不能引当金の合計額                                                                   0 円

           5．担保に供されている資産の種類及び額

                担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

                  土地                                                                       573,920,620 円

                  建物                                                                       160,251,567 円

           6．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額            18,011,000 円

           7．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

              第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

           8．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

              （１）有価証券の時価情報

              　　　　非上場株式　　　　　単価　50,000円　　　300株

              

              （2）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外

              　　　ファイナンス・リース取引

              　①　平成２１年４月１日以降に開始したリース取引

              

              　　　リース物件の種類　　　　　　リ－ス料総総額　　　　　未経過りース料期末残高

              　　　　管理用機器備品　　　　　　　3,511,368円　　　　　　　　1,068,108円

              

              

              　②　平成２１年３月３１日以前に開始したリース取引

              


